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1.はじめに
　民間等による宇宙開発の進展や技術革新等に伴い、宇宙分野における特許の重要性は一層高まっている。例え
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要　約
　近年では、民間等による宇宙開発の進展や技術革新、国の政策による宇宙分野における技術開発の強化等に
より、宇宙分野における特許の重要性は一層高まっている。このような状況を踏まえ、本稿では、宇宙と特許
について検討を行った。具体的には、まず宇宙に関連する特許の概要について、国際特許分類（IPC）による
分類を参考にしつつ整理した上で、宇宙に関連する特許の具体例を紹介した。次に、宇宙と特許に関する問題
について、当職らが具体的に扱った実務を念頭に問題提起を行った。具体的には、①宇宙空間の範囲及び法的
性質に係る問題、②宇宙でなされた発明の出願に係る問題（特許の新規性・進歩性要件に係る問題、及び経済
安保推進法に基づく特許非公開制度に係る問題）、③宇宙で実施される発明の特許による保護に係る問題を取
り上げた上で、問題提起を行った。
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ば、2020 年 3 月に内閣府宇宙開発戦略推進事務局と経済産業省が公表した「宇宙分野における知財対策と支援の
方向性　報告書」において、「従来『一点物』であった宇宙機器が、コンステレーションを前提とした小型の人工
衛星やその搭載機器についてコモディティ化し、民生部品の活用、製品の量産化、低価格化が進み、競合他者を含
めた不特定多数のユーザーが入手可能となるため、知財戦略の重要性が増していると考えられる。」と述べられて
おり、「自社の発明を特許化するかまたは秘匿化するかについての戦略（オープンクローズ戦略）」を含めた知財戦
略の重要性が強調されている（1）。また、2023 年 8 月に公表された特許庁の広報誌「とっきょ」第 57 号においても、
知財戦略の重要性について指摘がなされ、「かつての宇宙産業では……特許取得を重視しないケースもあった。だ
が、製品のコモディティ化や量産化が加速することで、……知財戦略の重要性も増している」と述べられている（2）。
　加えて、上記の報告書では、「我が国の宇宙産業が海外市場への展開を行う中、欧米の企業が権利範囲の広い概
念的な特許を国際出願する事例が複数存在し、国内での活動や海外へのビジネス展開に関して、知財関連の懸念が
増している。こうした状況の中、我が国の企業においても特許で自社の技術やビジネスを守る必要性が生じている
と思料される」と述べられており（3）、特許の重要性について明示的に言及されている。
　また、現在、国の政策として、宇宙分野における技術開発の強化が推し進められていることからすれば、今後も
宇宙分野における特許の重要性は高まっていくものと考えられる。例えば、宇宙基本計画（2023 年 6 月 13 日閣議
決定）では、「世界の技術開発トレンドやユーザーニーズの継続的で的確な調査分析を踏まえ、安全保障・民生分
野において横断的に、技術・産業・人材基盤の維持・発展に係る課題について官民のプラットフォームにおいて検
討し、我が国の勝ち筋を見据えながら、我が国が開発を進めるべき技術を見極め、その開発のタイムラインを示し
た技術ロードマップを含んだ『宇宙技術戦略』を新たに策定」・改訂していくことが定められた（4）。これを受けて、
2024 年 3 月 28 日に内閣府の宇宙政策委員会により策定された「宇宙技術戦略」は、「『衛星』、『宇宙科学・探査』、

『宇宙輸送』、加えて『分野共通技術』の分野について、安全保障や宇宙科学・探査ミッション、商業ミッション、
また、それらミッションに実装する前段階の先端・基盤技術開発に加え、民間事業者を主体とした商業化に向けた
開発支援について、開発の進め方や重要性を検討し、可能な範囲で示し」ている（5）。この宇宙技術戦略は、10 年
間で総額 1 兆円規模の支援を行うことを目指す『宇宙戦略基金』を含め、関係省庁・機関により今後の予算要求や
執行において参照される（6）。そのため、このような国の政策による宇宙分野における技術開発の強化等も鑑みれば、
今後も、宇宙分野における特許の重要性はより一層高まっていくものと考えられる。
　このような状況を踏まえ、本稿では宇宙と特許について検討する。具体的には、宇宙分野の特許の概要について
整理した上で、宇宙と特許に関する問題について、当職らが具体的に扱った実務を念頭に問題提起をする。

2.宇宙分野の特許の概要
　2.1　総論
　宇宙開発の進展や技術革新に伴い、様々な宇宙分野の特許が出願されている。以下では、このような宇宙分野の
特許の概要について解説する。
　宇宙分野の特許の概要を把握するにあたっては、例えば、日本を含む世界各国で使用されている、特許を分類す
るためのシステムである国際特許分類（IPC）による分類が参考になる。宇宙に関連する IPC 分類としては、国際
特許分類の「B64G　宇宙航行；宇宙航行体またはその装備」というサブクラスが存在する（もっとも、他のサブ
クラスに分類される宇宙分野の特許も存在する。）。ここでいう「宇宙航行」には、地球大気圏外の全ての航行、す
なわち人工衛星、惑星間航行及び恒星間航行が含まれる（7）。そして、「宇宙航行体」には、人工衛星やロケット等
が含まれる。
　「B64G　宇宙航行；宇宙航行体またはその装備」は、以下のメイングループによって細分化されている（8）。

　・1/00 宇宙航行体
　・3/00 宇宙航行体の観測または追跡
　・4/00 大気圏外で使用するため特に工夫された工具
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　・5/00 宇宙航行体のための地上設備、例 . 発射塔、燃料供給装置
　・6/00 宇宙服
　・7/00 宇宙状態のシミュレーション、例 . 乗組員の調子を整えるためのもの
　・99/00 このサブクラスの他のグループに分類されない主題事項

　この分類から分かるように、「B64G　宇宙航行；宇宙航行体またはその装備」の特許は、人工衛星やロケット等
の宇宙航行体それ自体の特許だけでなく、宇宙航行体の観測又は追跡、大気圏外で使用するため特に工夫された工
具、宇宙航行体のための地上設備、宇宙服、宇宙状態のシミュレーションなど、幅広い技術分野をカバーしている。
　また、上記のメイングループのうち、「1/00 宇宙航行体」は、例えば以下のようなサブグループにより細分化さ
れている（9）。

　・人工衛星；その衛星の制御方式；惑星間航行体
　・スペースシャトル
　・地球の外の乗物
　・宇宙航行体の部品または、宇宙航行体に特に適合した装備品

　これらのサブグループの存在から、「宇宙航行体」の特許に絞っても、様々な技術分野の特許が含まれているこ
とが分かる。また、特許庁の「令和元年度　特許出願技術動向調査 結果概要 宇宙航行体」は、宇宙航行体の技術
分野をさらに詳細に分類しており、具体的にはロケット、ロケットエンジン、人工衛星（探査機、輸送機を含む。）
について、以下のとおり技術を整理している（10）。

　このように、宇宙分野の特許は極めて多岐にわたっている。このような宇宙分野の特許の具体例については、下
記 2.2 で詳しく解説する。

　2.2　宇宙分野の特許の具体例
　例えば、海外企業が日本国内において、日本の企業に先行して宇宙分野の特許を取得している実例としては、以
下のようなものがある。

　（1）　具体例 1（衛星データ処理の技術）
　ユーティリス イスラエル リミテッドは、衛星リモートセンシング記録を用いた漏水検知の技術について特許第
6731925 号を取得している。本発明の請求項の一部は、以下のとおりである（太字及び下線は当職らが付与したも
のである。）。

宇宙航行体の
種類

技術

ロケット
ロケット

機体関連技術、機体要素技術、装備品技術、インテグレーション、ロケット打上、再利
用、その他

ロケットエンジン 固体燃料ロケット、液体燃料ロケット、ハイブリッドロケット、その他推進、共通技術

人工衛星
人工衛星（探査機・輸
送機含む。）

ミッション系、装備品、機体、軌道上サービス、再突入、有人宇宙、月惑星活動、ランデ
ブー・ドッキング、地上システム、輸送機、衝突検知・スペースデブリ、地上システム、
衛星コンステレーション、インテグレーション、その他

【請求項 1】

　地下水の漏水を決定する方法であって、

　（a）エリアの第 1 の L バンドマイクロ波反射を含む第 1 の偏波（HH、HV、VV、VH）での該エリアの第 1 のスキャンを受信す

るステップと、
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　当該特許と類似する日本企業の出願は見受けられないものの、日本国内では複数の事業体が同種の実証実験等を
行っているようである。
　そこで、これらの実証等が当該特許権を侵害しているのではないか否かを確認しておく必要がある。具体的に
は、①本特許の請求項を分説し、②クレーム解釈を行い、③これに対応する事業者側のアルゴリズムを分析し、④
特許権侵害の有無を判断する。これらの一連の作業はクレームチャートとしてエクセルで管理を行い、事業者が実
証等で実施している漏水検知の技術は、当該特許の発明の技術的範囲に含まれないとの判断ができれば、問題がな
いと考えることができる。
　上記は衛星データ処理についての例であるが、例えばロケット打上げ技術について調べた場合にも、複数の海外
企業による日本国内の出願が検知でき、この分析等を定期的に行うことは、事業者が知財戦略を立てる上で非常に
重要な作業であると考えられる。

　（2）　具体例 2（宇宙輸送技術における特許 JP7209871B／JP6424008B）
　次にご紹介するのは、藍箭航天空間科技股▲ふん▼有限公司の特許第 7209871 号である。本特許の発明の名称は

「ロケット輸送起立システム」であり、その請求項 1 及び関連する図面は以下のとおりである。

　前記第 1 のスキャンは、L バンドマイクロ波放射の反射を検出するための第 1 のセンサからのものであり、該センサは、前記エ

リアの少なくとも 50 メートル上に位置する物体に取り付けられ、

　（b）次のⅰ～ⅲのうちの少なくとも一つの追加データを受信するステップと、

　　ⅰ ．第 2 の偏波（HH、VH、VV、HV）での前記エリアの第 2 のスキャンであって、前記エリアからの第 2 の L バンドマイク

ロ波反射を含む、前記第 1 のセンサからのものである第 2 のスキャン；

　　ⅱ．スキャンされたエリアの少なくとも一部の光学データ；

　　ⅲ．データベースから受け取った前記エリアに関連する地理データ；

　（c）前記追加データを用いて前記第 1 のスキャンから電磁ノイズ（Fd、Fv）をフィルタリングするステップと、

　（d ）一連の種類の水源の平均ラフネスのパラメータと前記フィルタリングされた第 1 のスキャン（Bs）とに基づいて水のラフネ

スマップを作成するステップと、

　（e）第 1 の類型の水源（Ks）を識別するステップと、

　（f）前記識別された第 1 の類型の水源（Ks）およびフィルタリングされた第 1 のスキャン（Bs）に基づいて、前記第 1 の類型の

水源の値（Wc）を計算するステップであって、該計算された値（Wc）は漏水に対応するステップと、

を含む方法。

【請求項 9】

　L バンドマイクロ波放射の反射を検出するための前記センサは、衛星、航空機及び気球のうちの一つに取り付けられる、請求項

1～8 いずれか一つに記載の方法。

【請求項 1】

　起立アームと、自走式液圧モジュラートレーラーと、発射台とを含むロケット輸送起立システムであって、

　前記起立アームは、前記自走式液圧モジュラートレーラーに設けられ、被支持ロケットは前記起立アームの長さ方向に沿って前

記起立アームの頂部に設けられ、

　前記自走式液圧モジュラートレーラーは、前記起立アームにより被支持ロケットを前記発射台に輸送するものであり、

　前記起立アームの長さ方向に沿って、前記起立アームには、順にロケット支持抱締め装置、ロケット補助液圧支持装置、および

ロケット後支点支持調整装置が設けられ、

　前記ロケット支持抱締め装置は、被支持ロケットの前端を支持、抱締めるものであり、

　前記ロケット補助液圧支持装置は、被支持ロケットの中部を浮動支持するものであり、

　前記ロケット後支点支持調整装置は、ロケットの後端を支持するとともに、ロケットが起立する際の回転、並びにロケットと前

記発射台との位置決めおよびドッキングを調整するものであることを特徴とする、ロケット輸送起立システム。
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　最後にご紹介するのは、ブルー オリジン エルエルシーの特許第 6424008 号（発明の名称：「環状外側要素を備
えた打上げ用ビークル並びに関連システム及び方法」）である。請求項 1 及び関連する図面は以下のとおりである。

　このように、宇宙輸送分野においても、海外企業が日本国内において、日本の企業に先行して宇宙分野の特許を
取得している実例がある。

【請求項 1】

　航空宇宙システムであって、

　第 1 の端部及びこの第 1 の端部と全体として反対側に位置する第 2 の端部とを備えた打上げ用ビークルを有し、この打上げ用

ビークルは、前記第 1 の端部と前記第 2 の端部との間に延びるビークル軸線に沿って細長く、この打上げ用ビークルは、外向きの

外面を有し、

　更に、前記打上げ用ビークルに固定的に取り付けられた環状要素を有し、この環状要素は、前記ビークル軸線から半径方向に間

隔を置いて位置すると共に前記第 1 の端部と前記第 2 の端部との間で前記ビークル軸線に沿う位置で前記外面の少なくとも一部分

にわたって前記ビークル軸線周りに円周方向に延びる内向きの外面を有し、この環状要素は、前記ビークル軸線に沿って第 1 の方

向に向いた第 1 の縁面及び前記ビークル軸線に沿って第 2 の方向に向いた第 2 の縁面を有し、前記第 2 の方向は、前記第 1 の方向

と逆であり、

　前記打上げ用ビークルに直接的に取り付けられた推進システムを含み、この推進システムは、前記打上げ用ビークルを打ち上げ

るよう前記打上げ用ビークルの前記第 1 の端部寄りに配置された少なくとも 1 つのノズルを有する、航空宇宙システム。
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　（3）　小括
　当職らは、これらの特許のように、外国企業が日本法人を通じるなどして、日本国内においても衛星リモートセ
ンシングやロケット打上げに関する特許を既に多く出願していること、及びその出願内容に基づき権利範囲が相応
に広範なまま登録に至っている特許権も存在することを認識している。また、当職らは、外国企業特有の出願内容
により権利範囲の確定が容易ではない特許権が存在すること、及びこれらの特許権が日本のロケット打上げサービ
スや衛星リモートセンシングに関する事業を制限する可能性があることも認識しており、今後も日本企業側自身の
特許出願戦略及び他社の出願状況の確認が重要になるものと考える。

3.宇宙と特許の問題
　宇宙と特許という観点からは、主に、以下の 3 点が問題となる。
①宇宙空間の範囲及び法的性質
②宇宙で生み出された発明及び宇宙分野の発明の出願
③宇宙で実施される発明の特許による保護
　以下、各問題について詳述する。

　3.1　宇宙空間の範囲及び法的性質
　宇宙と特許の問題を考える前提として、宇宙空間の範囲及び法的性質が問題となる。この点については、長年、
国連宇宙空間平和利用委員会等において議論がなされているものの、現在も宇宙空間の範囲について国際的な合意
はない。そのため、国際法上、宇宙空間の範囲は明確でない状況が続いている（11）。また、日本の宇宙関係の法律

（宇宙基本法、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律、並びに衛星リモートセンシング記録の適正
な取扱いの確保に関する法律等）においても、宇宙空間や宇宙は定義されていない。
　宇宙空間の法的性質について簡単に説明すると、宇宙空間は、「月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用
における国家活動を律する原則に関する条約」（以下「宇宙条約」という。）第 2 条により、国家による取得の対象
とならない。そのため、日本を含む国家が宇宙空間を領有することや、領域主権（国家領域すなわち領土、領水及
び領空について国が持つ権限（12））を及ぼすことはできない。ただし、宇宙条約上、宇宙空間と宇宙空間に発射さ
れた物体（宇宙物体）とは明確に区別されており、宇宙条約第 8 条により、宇宙空間に発射された物体が（国内）
登録されている条約の当事国は、当該宇宙物体及びその乗員に対し、それらが宇宙空間又は天体上にある間、管轄
権及び管理権を保持する（13）。ここでいう管轄権は、領域的管轄権と属人的管轄権の観点からとらえることができ、
宇宙物体上で発生する事実や行為について、登録国が国内法の適用対象とし（立法管轄権）、その遵守を強制する
権限（執行管轄権）である（14）。

　3.2　宇宙で生み出された発明及び宇宙分野の発明の出願
　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）第 27 条（1）は、「第 65 条（4）、第 70 条（8）及び
この条の（3）の規定に従うことを条件として、発明地……について差別することなく、特許が与えられ、及び特
許権が享受される。」と規定する。本規定により、地球上でなされた発明であっても、宇宙でなされた発明であっ
ても、差別されないと解される。また、日本等の特許法において、特許を取得するために特許の出願の際に発明地
がどこであったかは問題とされない。そのため、宇宙で生み出された発明であっても、地球上で生み出された発明
と同じく、新規性・進歩性等の特許要件を満たせば、特許が与えられることになる。したがって、宇宙で生み出さ
れた発明の出願そのものについては、基本的には問題は生じないと考えられる。
　ただし、宇宙で生み出された発明及び宇宙分野の発明の出願に関しては、宇宙分野特有の新規性・進歩性要件に
係る問題及び特許非公開制度に係る問題が存在する。



宇宙と特許

パテント 2024 － 22 － Vol. 77　No. 12

　（1）　特許の新規性・進歩性要件に係る問題
　特許出願との関係では、「わが国の特許庁に対して出願がなされた場合に、その新規性・進歩性を判断する基準
として、宇宙物体上または宇宙空間で過去に行われた発明を引用することができるかという問題も、ないわけでは
ない」との指摘がある（15）。この点、特許法第 29 条は、特許の新規性及び進歩性の要件について、以下のとおり規
定している。

　この規定において、「日本国内又は外国」に、日本又は他国により登録がなされた宇宙物体（宇宙条約第 8 条に
基づき日本又は他国が立法管轄権や執行管轄権を有する宇宙物体）や、国家による領有の対象とはならない宇宙空
間が含まれるか否かは、条文上明確でないと考えられる（16）。

　（2）　特許非公開制度に係る問題
　1）　経済安保推進法第 78 条第 1項の解釈
　日本の特許非公開制度における外国出願の禁止の規定との関係でも、問題が生じる可能性は否定できない。特許
非公開制度について定める、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（以下「経
済安保推進法」という。）第 78 条第 1 項は、「何人も、日本国内でした発明であって公になっていないものが、第
六十六条第一項本文に規定する発明であるときは」、原則として外国出願をしてはならない旨規定している。そし
て、「日本国内でした発明」とは、「特許出願人の本店所在地等がどこであるかにかかわらず、発明地が日本国内で
あることを意味」するものと解されている（17）。
　この点、同項でいう「日本国内」に、日本の登録がなされた宇宙物体が含まれるか否かは、条文上明確でないと
考えられる。そのため、例えば、日本の登録がなされた宇宙船（宇宙物体）において発明がなされた場合に、同項
の規定が適用されるか否かは、明確でないと考えられる。
　なお、国際宇宙基地協力協定第 21 条第 2 項は、「本条の規定に従うことを条件として、知的所有権に係る法律の
適用上、宇宙基地の飛行要素上において行われる活動は、当該要素の登録を行った参加国の領域においてのみ行わ
れたものとみなす。」と規定する。そのため、例えば、宇宙基地である国際宇宙ステーションの日本の実験棟「き
ぼう」で行われた発明は、同項に従い、登録国である日本の領域において行われたものとみなされる。もっとも、
国際宇宙基地協力協定の規定は、自国の知的財産法を国際宇宙ステーションに適用する権限を付与しているにすぎ
ず、実際にその国内法を適用させるためには、国内法自身の適用範囲を拡大することが必要とされるため（18）、経
済安保推進法第 78 条第 1 項が実験棟「きぼう」で行われた発明に適用されるか否かは、同項の「日本国内」の解
釈によるものと思われる。
　ただし、国際宇宙基地協力協定第 21 条第 3 項は、「参加国は、宇宙基地の飛行要素上において自国の国民及び居
住者以外の者が行った発明について、他の参加国であって国家安全保障上の目的のために秘密の指定を受け又は他
の方法により保護されている情報を含む特許出願の秘密に対し保護を与えている国における特許出願を……妨げる
ために、発明の秘密に関する自国の法律を適用してはならない。」と規定している。そのため、同規定により、日
本以外の締約国における特許出願を妨げるために発明の秘密に関する我が国の法律を適用してはならないこととさ
れている場合における、当該締約国でされる当該特許出願については、経済安保推進法第 78 条第 1 項は適用され
ない（同項、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令（以下「経済安保推
進法施行令」という。）第 14 条第 2 号）。

第二十九条　産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発明について特許を受けることができる。

一　特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明

二　特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明

三 　特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能とな

つた発明

　2 特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が前項各号に掲げる発明に基いて容易に発明をする

ことができたときは、その発明については、同項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。
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　この点、内閣府政策統括官による「経済安全保障推進法の特許出願の非公開に関する制度の Q＆A」において、
「日本が登録を行った宇宙基地の飛行要素上で行われた発明は、国際宇宙基地協力協定上、日本国内でした発明と
みなされますが、日本国民でも日本国居住者でもない者が当該飛行要素上で発明をした場合には、安全保障上の目
的で特許出願の秘密に対して保護を与える制度を有する他の協定参加国においてする特許出願については、本制度
の第一国出願義務は適用されません。」と説明されていることからすれば（19）、内閣府政策統括官は、具体的な理由
は明らかではないものの、国際宇宙基地協力協定を根拠に、「日本が登録を行った宇宙基地の飛行要素上で行われ
た発明」が経済安保推進法第 78 条第 1 項の「日本国内でした発明」に該当すると解しているものと思われる。
　また、日本及び米国が、平和的目的のための宇宙協力を行う際の基本事項を定める「平和的目的のための月その
他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における協力のための日本政府とアメリカ合衆国政府との間の枠組協定」

（以下「本枠組協定」という。）第 9 条 F は、「知的財産に関する法律の適用上、枠組協定に基づく共同活動の実施
において一方の当事国政府が登録した宇宙物体において行われる活動は、当該一方の当事国政府の国の領域におい
てのみ行われたものとみなす。一方の当事国政府又はその実施機関若しくは関係者による他方の当事国政府が登録
した宇宙物体において行われる活動への参加は、それ自体では、前段に規定する当該活動に対する管轄権を変更
し、又はこれに影響を及ぼさない。」と規定している。もっとも、本枠組協定も、国際宇宙基地協定と同様に、自
国の知的財産法を宇宙物体に適用する権限を付与しているにすぎず、実際にその国内法を適用させるためには、国
内法自身の適用範囲を拡大することが必要であると解されるため、経済安保推進法第 78 条第 1 項の適用の有無は、
同項の「日本国内」の解釈によるものと思われる。
　ただし、国際宇宙基地協定の場合と同様に、経済安保推進法第 78 条第 1 項及び経済安保推進法施行令第 14 条第
3 号において、外国出願の禁止の適用除外規定が存在する。
　この点、上記 Q＆A によれば、「日本が登録した宇宙物体で行われた発明は、本枠組協定上、日本国内でした発
明とみなされますが、日本国民以外の者が当該宇宙物体で発明をした場合には、米国への特許出願については、本
制度の第一国出願義務は適用されません。」と説明されていることからすれば（20）、内閣府政策統括官は、具体的な
理由は明らかではないものの、本枠組協定を根拠に、「日本が登録した宇宙物体で行われた発明」が経済安保推進
法第 78 条第 1 項の「日本国内でした発明」に該当すると解しているものと思われる。

　2）　宇宙に関連する発明と日本への第一国出願義務
　実務上、宇宙に関連する発明を特許出願する場合には、外国出願の禁止の規定を十分にケアする必要があるた
め、この点について補足する。
　外国出願の禁止規定とは、特許庁による保全審査において、安全保障上の機微性の高いおそれのある特定の技術
分野に属する発明、具体的には、経済安保推進法施行令により定められた 25 の特定技術分野に属する発明につい
ては、日本への第一国出願義務が課せられ、最初に日本で出願しなければならないこととなったものであり、2024
年 5 月から施行されている。この 25 の特定技術分野の中に、宇宙に関連する技術分野が主に 3 つ含まれている

（「固体燃料ロケットエンジンに関する技術」（経済安保推進法施行令第 12 条第 1 項第 24 号）、「宇宙航行体の熱保
護、再突入、結合・分離、隕石検知に関する技術」（同条同項第 17 号）及び「宇宙航行体の観測・追跡技術」（同
条同項第 18 号））。そのため、出願しようとする発明が、これら 3 つの技術分野等の特定技術分野に属する可能性
がある場合には、日本に最初に出願することを検討する必要がある。
　もちろん、宇宙に関連する発明であっても、上述の特定技術分野に属しないものについては、日本への第一国出
願義務はない。また、厳密には、第一国出願義務が課せられるためには、特定技術分野に属するだけでなく、付加
要件も満たす必要がある。このように、宇宙に関連する発明であるからといって、日本への第一国出願義務が課せ
られる訳ではない。しかしながら、特許出願後に国際特許分類が付与されて初めて技術分野が確定すること、及
び、宇宙関連の発明は何らかの形で国又は公的機関の関与ないし支援等を受けていることが多いため、付加要件を
満たすことも十分あり得ること等から、特定技術分野に属する可能性のある発明については、日本を第一国として
出願することが実務上は無難であろうと思われる。
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　その結果、これまで緊急に特許出願する場合に、米国仮出願が選択肢の 1 つとなっていたが、宇宙に関連する発
明のうち、上述の 3 つの技術分野等の特定技術分野に属する可能性のある発明については、米国仮出願を利用でき
ず、まず日本で出願する必要がある。そのため、普段から、緊急で出願するような事態にならないような社内体制
を整備することが肝要である。
　また、最初から外国に出願したい者のために、第一国出願義務の対象に当たるか否かを事前に特許庁に確認でき
る事前確認制度も用意されている。しかしながら、事前確認制度は、特定技術分野及び付加条件の該否を確認する
ものであるにすぎず、保全対象となり得るか否かまでを確認できるものではない。ここでは詳細な説明は割愛する
が、一般的なケースであれば、外国出願をする際に事前確認制度を使うメリットはほとんど無く、普通に日本を第
一国として出願した後に外国出願する方が良いように思われる。

　3.3　宇宙で実施される発明の特許による保護
　（1）　総論
　最高裁判所の BBS 事件判決（21）や、カードリーダー事件判決（22）で述べられている属地主義の原則からすれば、宇
宙で実施される発明の特許による保護については、以下のとおり整理される（23）。

　①　宇宙空間そのものは、宇宙条約第 2 条に基づき、いかなる国も領有できない。したがって、宇宙空間そのも
ので実施される発明は、いかなる国の特許権も及ばない。
　②－ 1　宇宙に打ち上げられた物体のうち、国際宇宙ステーションの飛行要素については、国際宇宙基地協力協
定第 5 条に基づき、当該飛行要素の登録国が管轄権を有し、また、当該飛行要素上で行われた活動については、同
協定第 21 条に基づき、当該飛行要素の登録国の領域で行われたものとみなされる。したがって、国際宇宙ステー
ションの飛行要素上で実施される発明は、当該飛行要素の登録国の特許権が及び得る。日本については、特許法第
26 条（「特許に関し条約に別段の定があるときは、その規定による。」）の解釈次第では、登録国が日本の飛行要素
に、日本特許権の効力が及ぶ可能性がある。
　②－ 2　宇宙に打ち上げられた物体のうち、国際宇宙ステーション以外の宇宙物体については、宇宙条約第 8 条
に基づき、当該宇宙物体の登録国が管轄権を有する。しかし、条約上、当該宇宙物体上で行われた活動が、当該宇
宙物体の登録国の領域で行われたものとみなす明文上の規定はないようである。したがって、条約上、国際宇宙ス
テーション以外の宇宙物体上で実施される発明は、当該宇宙物体の登録国が、その国の特許法の適用対象とするこ
とができることが規定されているにとどまり、実際に、登録国の特許法が適用されるためには、当該国の国内法に
おいて、宇宙物体をその国の特許法の適用対象とすることを担保する明文の規定が必要であると思われる。そして、
日本の特許法上、そのような明文の規定がない以上、日本特許権の効力は及ばないと考えるべきものと思われる。
　ただし、本枠組協定第 9 条 F において、「知的財産に関する法律の適用上、枠組協定に基づく共同活動の実施に
おいて一方の当事国政府が登録した宇宙物体において行われる活動は、当該一方の当事国政府の国の領域において
のみ行われたものとみなす。」との規定がある。そのため、本枠組協定に基づく共同活動の実施において日本が登
録した宇宙物体において行われる活動については、特許法第 26 条の解釈次第では、日本の領域において行われた
ものとみなされ、日本特許権の効力が及ぶ可能性は否定できない（もっとも、同規定のみを根拠に日本の特許権の
効力が及ぶと解した場合、日本が登録した宇宙物体において行われる活動について、本枠組協定に基づく共同活動
の実施における活動については日本特許権の効力が及び、それ以外の活動（日本が本枠組み協定とは無関係に行う
活動等）については日本特許権の効力が及ばないという帰結になり、不合理であるようにも思われる。）。

　（2）　今後検討すべき事項
　近年、属地主義を緩やかに解した判決（ドワンゴ対 FC2 第 1 事件控訴審判決（知財高判令和 4 年 7 月 20 日（平
成 30 年（ネ）第 10077 号））及びドワンゴ対 FC2 第 2 事件控訴審判決（知財高大判令和 5 年 5 月 26 日（令和 4 年

（ネ）第 10046 号）））が登場している。現在、本件は最高裁に上告中であるため（24）、宇宙で実施される発明の特許
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による保護を検討するにあたっては、今後下される可能性のある当該事件の最高裁判決等を踏まえる必要がある。
　また、特許庁政策推進懇談会（知的財産制度に関する諸課題を検討するための有識者を構成員とする懇談会）に
おいて、実施行為の一部が海外で行われている場合でも、発明の「技術的効果」及び「経済的効果」が国内で発現
していることを要件として、実質的に国内における行為と認められることを明文化する方向での議論がなされた（25）。
2024 年 6 月 29 日に公表された同懇談会の報告書「特許庁政策推進懇談会 中間整理」では、「特許法において、実
質的に国内の実施行為と認める要件を明文化する方向で、特許制度小委員会において、集中的に検討を深める必要
がある。」と述べられており、今後、「実質的に国内の実施行為と認める要件」について、特許制度小委員会におい
て議論がなされ、特許法の改正がなされる可能性がある（26）。そのため、宇宙で実施される発明の特許による保護
について検討するにあたっては、特許法の改正の動向も注視する必要があると考えられる。

4.まとめ
　以上のとおり、本稿では、宇宙と特許について概観した。本稿で述べたとおり、宇宙分野における特許の重要性
は一層高まっているため、宇宙ビジネスを行うにあたっては、宇宙と特許に関連する様々な論点を把握しておくこ
とが望ましい。本稿がその一助となれば幸いである。
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